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道内景気は、持ち直しの動きが弱くなっている。

需要面をみると、個人消費は、乗用車販売台数がエコカー補助金終了後も前年を上回った

ものの、冬物衣料品の売れ行きが低迷するなど、総じて弱い動きが続いている。住宅投資は

緩やかに持ち直している。公共投資は、基調としては前年を上回って推移している。輸出

は、アジアや中南米向けが減少している。

生産活動は低迷している。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善が続いてい

る。企業倒産は、件数は減少し、負債総額は増加している。
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①個人消費～弱い動き

１１月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比＋０．５％）は、２か月ぶりで前年を上

回った。

百貨店（前年比＋０．７％）は、身の回り品

やその他の品目が前年を上回った。スーパー

（同＋０．４％）は、主力の飲食料品や衣料品が

前年を下回ったが、身の回り品やその他の品

目が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比▲０．２％）

は、３か月ぶりに前年を下回った。

②住宅投資～５か月連続の増加

１１月の新設住宅着工戸数は、３，５１７戸（前

年比＋１．５％）と５か月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、貸家（同▲１０．５％）が

前年を下回ったが、持家（同＋４．０％）、分譲

（同＋１０１．２％）が前年を上回った。

４～１１月累計では、２７，１９１戸（前年同期比

＋１２．３％）と前年を上回って推移している。

利用関係別では、持家（同▲０．１％）は減少

したが、貸家（同＋２３．７％）および分譲（同

＋７．９％）は前年を上回った。
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③鉱工業生産～生産は６か月連続の低下

１１月の鉱工業生産指数は、前月比で＋０．１％

と４か月ぶりに上昇し、前年比では▲４．８％

と６か月連続で低下した。

業種別では、前年に比べ金属製品工業など

が上昇したが、鉄鋼業や電気機械工業、印刷

業などが低下した。

④公共投資～２か月ぶりの減少

１１月の公共工事請負金額は、２９２億円（前

年比▲２９．１％）と２か月ぶりで前年を下回っ

た。

発注者別では、市町村（同＋２．０％）が前

年を上回ったが、国（同▲３４．３％）や北海道

（同▲２１．７％）などが前年を下回った。

４～１１月累計では、請負金額６，５４９億円

（前年同期比＋９．１％）と前年を上回った。

⑤雇用情勢～持ち直しの動きが続く

１１月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．６１倍となり、前月比では横ばい、前年比

では０．１１ポイント上昇した。前年比は３４か月

連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比９．５％の増加とな

り、３４か月連続して前年を上回った。業種別

では、サービス業（前年比＋１１．０％）や医

療、福祉（同＋５．８％）、宿泊業、飲食サービ

ス業（同＋１４．６％）などが増加した。

道内経済の動き
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⑥来道客数～９か月連続で前年を上回る

１１月の来道客数は、８６１千人（前年比

＋８．７％）と９か月連続で前年を上回った。

４～１１月累計では８，２６１千人（前年同期比

＋１１．０％）となり、東日本大震災前の水準を

上回って推移している。

１１月の新千歳空港国際線旅客輸送実績は、

ソウル線、香港線などの減少を台北線、バン

コク線が補い、前年比６．３％増加した。

⑦貿易動向～輸出は２か月ぶりの減少

１１月の道内貿易額は、輸出が前年比１．２％

減の３１８億円、輸入が同７．７％減の１，３５１億円

となった。

輸出は、自動車の部分品などが増加したが

鉄鋼や魚介類及び同調整品などが減少し、２

か月ぶりに前年を下回った。

輸入は、原油及び粗油などが減少し、４か

月ぶりに前年を下回った。

⑧倒産動向～件数は減少、負債総額は増加

１２月の企業倒産は、件数が２５件（前年比

▲２４．２％）、負債総額が８９億円（同＋１４４．１％）

となった。件数は２か月連続で減少したもの

の、負債総額３０億円以上の倒産が２件発生し

たことから、負債総額は２か月ぶりに前年を

上回った。

業種別では、建設業が７件、卸売業が６件

などとなった。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移 
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世界金融 
危機 

H２３．３ 
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公共投資の減少 

H１ ３ ． ９ 
アメリカ同時 
多発テロ 

H１ ７ ． ７ 
知床世界自然 
遺産登録 

景気対策 

原油価格 
の高騰 

１．平成２４年１０～１２月期実績

前期に比べ、売上DI（プラス１）は

３ポイント、利益DI（△７）は６ポイ

ントそれぞれ上昇した。売上は平成８年

７～９月期（プラス３）以来、１６年ぶり

のプラスとなった。

２．平成２５年１～３月期見通し

売上DI（△９）は１０ポイント、利益

DI（△１４）は７ポイントそれぞれ低下

が見込まれ、先行きの見通しに警戒感が

強い。

※今回の調査は平成２４年１２月上旬を回答期限としており、１２月１６日に実施された
衆議院選挙の結果は反映されておりません。

定例調査

売上DI、１６年ぶりのプラスに
第４７回 道内企業の経営動向調査
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。
調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。
調査内容
第４７回定例調査
（２４年１０～１２月期実績、２５年１～３月期見通し）
判断時点
平成２４年１２月下旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４３４ １００．０％
札幌市 １７７ ４０．８ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９５ ２１．９
道 南 ３３ ７．６ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６０ １３．８ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６９ １５．９ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６６０ ４３４ ６５．８％
製 造 業 １７１ １１１ ６４．９
食 料 品 ５６ ３５ ６２．５
木 材 ・ 木 製 品 ３１ ２２ ７１．０
鉄鋼・金属製品・機械 ４６ ３３ ７１．７
そ の 他 の 製 造 業 ３８ ２１ ５５．３
非 製 造 業 ４８９ ３２３ ６６．１
建 設 業 １３０ ９４ ７２．３
卸 売 業 ８８ ５６ ６３．６
小 売 業 ９６ ６１ ６３．５
運 輸 業 ５３ ３５ ６６．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ２９ ２０ ６９．０
その他の非製造業 ９３ ５７ ６１．３

〈図表２〉業種別の要点

要 点（１０～１２月期実績）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２４年
７～９１０～１２

２５年
１～３
見通し

２４年
７～９１０～１２

２５年
１～３
見通し

全産業 製造業・非製造業ともに業況は改善 △２ １ △９ △１３ △７ △１４

製造業 利益は各業種とも上昇 △９ △５ △１４ △１７ △３ △１１

食料品 水産加工は原料高。土産品メーカーは
堅調 △２ △９ ０ △１３ △６ ０

木材・木製品 住宅着工が持ち直し △５ ５ △５ △１９ △９ △１０

鉄鋼・金属製品・機械 売上・利益ともプラス水準。道外向け
が堅調 ６ １６ △１０ △８ １６ △７

非製造業 建設業、卸売業が上向く １ ２ △８ △１２ △９ △１５

建設業 職人不足が続く。住宅関連は持ち直し △１３ △４ △１７ △２９ △１９ △２６

卸売業 建設関連が持ち直し。価格引き下げ要
請強い ０ ４ △９ △９ ４ △７

小売業 燃料店は引き続き苦戦 △１０ △１５ △１５ △２８ △３０ △２６

運輸業 一部に復興需要。燃料費は上昇傾向 ２６ １４ ６ ８ ０ △９

ホテル・旅館業 観光客の回復傾向が一巡 ２９ △５ △５ ３８ ０ ０

調 査 要 項

定例調査
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＜図表3＞業況の推移（業種別） 
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＜図表5＞利　益 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 
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〈図表１０〉当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�過当競争（４７％） ＋２ 建設業、小売業（ともに６５％）など５業種で第１位。

�売上不振（４２％） △２ 建設業（５２％）では５割を超える。木材・木製品製造業（３８％）は３０
ポイント低下。

�販売価格低下（３０％） ＋２ 木材・木製品製造業（３８％）で２２ポイント、小売業（３７％）で８ポイ
ントそれぞれ上昇。

�原材料価格上昇（２８％） △５ 多くの業種で低下するも、食料品製造業（４９％）、運輸業（４６％）で
比較的高率。

�諸経費の増加（２７％） △３ 食料品製造業、運輸業（ともに４０％）で４割。

当面する問題点の推移（複数回答）
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�過当競争
①
４７
（４５）

３０
（２７）

２０
（２２）

③
３３
（２６）

③
３３
（３１）

②
３８
（３１）

①
５２
（５２）

①
６５
（６５）

①
５２
（５３）

①
６５
（６２）

③
３４
（３３）

①
４５
（２９）

①
３３
（３７）

�売上不振
②
４２
（４４）

①
４６
（４８）

②
４３
（３８）

①
３８
（６８）

②
３６
（４３）

①
７１
（５８）

②
４０
（４３）

②
５２
（５１）

③
４１
（４６）

②
４２
（４１）

２６
（３６）

①
４５
（４１）

②
２６
（３５）

�販売価格低下
③
３０
（２８）

３１
（２９）

２０
（２９）

①
３８
（１６）

③
３３
（２９）

②
３８
（３９）

③
２９
（２８）

３２
（３０）

３５
（３６）

③
３７
（２９）

１１
（１５）

③
３５
（４１）

２０
（２０）

�原材料価格上昇
④
２８
（３３）

②
３６
（４６）

①
４９
（５８）

③
３３
（４２）

③
３３
（４０）

１９
（３９）

２６
（２８）

２２
（２５）

２６
（３２）

２５
（２２）

①
４６
（４４）

２０
（２４）

２２
（２３）

�諸経費の増加
⑤
２７
（３０）

③
３３
（３３）

③
４０
（４０）

１９
（３２）

①
３９
（３１）

２４
（２３）

２６
（２９）

２０
（２０）

１９
（３０）

３２
（２９）

②
４０
（４４）

３０
（２９）

③
２４
（３３）

�人手不足 ２２
（１７）

１６
（１３）
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５
（－）
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（２０）

１４
（８）

２４
（１８）

③
４３
（３１）

６
（２）

１２
（１２）

２６
（２１）

２５
（２４）

２０
（２０）

�価格引き下げ要請 ２１
（１８）

２３
（１８）

１１
（１３）

③
３３
（２１）

２７
（２０）

２４
（１９）

２０
（１８）

２２
（２２）

②
４６
（３２）

８
（３）

６
（１３）

１０
（１２）

１８
（１５）

	人件費増加 １９
（１８）

２４
（２１）

２９
（２４）

５
（１６）

２４
（２０）

④
３３
（１９）

１７
（１７）

１９
（１７）

１１
（１４）

１７
（１９）

１１
（１８）

２５
（２４）

２２
（１８）


資金調達 ８
（９）

８
（１２）

９
（１１）

－
（１１）

１５
（２０）

５
（４）

８
（８）

１０
（１０）

９
（９）

７
（７）

９
（１３）

１０
（１２）

４
（２）

�設備不足 ５
（５）

１０
（１０）

１４
（１３）

５
（５）

１２
（１１）

５
（４）

４
（４）

－
（１）

２
（８）

５
（３）

９
（５）

２０
（１８）

２
（－）

�代金回収悪化 ４
（４）

２
（２）

－
（２）

１０
（５）

－
（－）

－
（４）

４
（５）

－
（２）

１５
（１２）

７
（７）

－
（－）

－
（－）

４
（５）

その他 ４
（４）

４
（６）

６
（４）

５
（１１）

－
（９）

５
（－）

４
（３）

２
（２）

４
（５）

２
（２）

６
（３）

５
（６）

９
（３）

〈図表１２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２４年
１～３４～６７～９１０～１２

２５年
１～３
見通し

２４年
１～３４～６７～９１０～１２

２５年
１～３
見通し

２４年
１～３４～６７～９１０～１２

２５年
１～３
見通し

全 道 △７ △３ △２ １ △９ △９ △８ △１３ △７ △１４ ２６ ３５ ３３ ３２ ２３（２９）

札幌市 △１ ４ ３ １ △２ △１ △８ △１２ △３ △８ ３０ ３７ ３５ ３５ ２４（２６）

道 央 △１１ ４ △２ １ △１０ △１２ △２ △９ △１ △１０ ３２ ３３ ３６ ３５ ２５（３１）

道 南 △１１ ３ ０ １２ △６ △２４ ０ △１６ △２２ △１３ ２０ ２９ ３９ ２５ １６（５３）

道 北 △１５ △２１ △１０ ０ △１４ △２０ △１７ △２５ △５ △１６ ２０ ３６ ３１ ３２ １９（３２）

道 東 △５ △２０ △７ △９ △２５ △７ △１５ △１３ △２４ △３３ １７ ３３ ２２ ２５ ２２（２４）
（ ）内は設備投資未定企業

〈図表１１〉当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査
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今回の調査では、企業の売上DIはおよそ１６年ぶりの水準に回復しました。復興需要や住

宅着工の増加に伴い、建設業や卸売業など幅広い業種で持ち直しています。しかし、人件費

の増加や原油価格の上昇等が負担となっているようです。企業は勤務時間の管理や人材育

成、製造ロスの削減などにより適正な利益を確保しようとしています。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜製菓業＞

従来から取り組んできた製造部門のロス削

減策などが功を奏し、増益の見通し。海外か

らの観光客は国によっても異なるが、震災前

の水準には戻っていない印象だ。

＜製菓業＞

売上は過去最高を記録したが、人件費がか

さみ利益率は下がった。業界では、納入先か

らの値下げ要請が厳しく、利益幅が著しく減

少している。

＜水産加工業＞

円高および原発事故による輸出不振が長期

化している。また、原料費や燃料費の高騰に

より収益が悪化した。

＜水産加工業＞

原料費や諸経費の上昇傾向は続いている

が、販売価格に転嫁できず利益確保が難し

い。

＜製材業＞

円高で外国材が安価になっている影響で国

産材の価格も下がっている。とは言え、全て

を外国材にシフトするには円安になった時の

リスクが大きすぎる。

＜製材業＞

売上・利益とも伸びた。生産能力拡大を図

るため、今期中に設備投資を実行する。

＜製材業＞

一部の福祉施設や集合住宅の新築物件はあ

るものの、取引先からの値下げ要請や配達の

少量化などで利益が出ない。消費税増税前は

忙しくなるはずだが、反動が本当に怖い。

＜金属製品製造業＞

想像以上の受注を確保でき、新分野にも参

入したため今後も事業拡大が見込める。復興

工事関連の受注は２～３ヶ月に１度あるかな

いかだ。

＜機械製造業＞

円高により取引メーカーからの受注が減少

した。国内向けに営業を強化し、風力発電や

震災復興関連にシフトする。

＜金属加工業＞

全事業でフル生産を維持し一見好調だが、

新年度は落ち込むと思われる。繁閑の波の大

きさに対応することが課題だ。

＜印刷業＞

主力の商業チラシが漸減傾向にあり、売上

減の主因となっている。

経営のポイント

適正利益の確保が課題
〈企業の生の声〉
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＜印刷業＞

少しずつだがネット販売の売上が増えてい

る。システムの構築や商品開発に時間はか

かったが、これからに期待している。

＜建設業＞

売上は改善したものの、人件費の高騰、生

コン等の材料価格上昇により利益確保に課題

が残る。

＜建設業＞

鉄筋工や型枠大工が圧倒的に不足してお

り、賃金を大幅に上げないと集まらない。

＜建設業＞

売上は大幅に増加したが、受注競争から利

益は低下見込みである。復興需要に加え、道

南地区は新幹線工事もあり人材不足が続くと

思われる。

＜内装工事業＞

復興工事で東北へ進出している全国の業者

の中に、相当数の不適格業者が存在するため

国交省が立ち入り調査を開始した。このた

め、今以上に技術者の資格取得や施工管理者

育成に力を注ぎたい。

＜住宅リフォーム＞

前年比３割強の増収増益となっている。新

たに始めた新築事業も順調に売上を確保して

いる。

＜型枠工事業＞

東北地方から工事依頼があるが、地元を離

れることも出来ず迷っている。

＜左官業＞

業界の問題点だった職人の社会保険未加入

問題で、国土交通省による加入調査等が行わ

れるようになってきた。価格低下の要因と

なっている不適格業者が淘汰されることを願

う。

＜靴卸売業＞

震災後の生活防衛意識が和らぎ、ファッ

ション性の高い商品を中心に売れている。物

流の集約化で経費負担が減少したこともあ

り、利益は増加した。

＜塗料卸売業＞

デフレと数量減少のダブルパンチだ。高付

加価値商品への販売転換を図りたいが、まず

は営業体質の変革が先である。

＜鋼材卸売業＞

冬場に需要が落ち込むのは目に見えている

ものの、仕入れ価格の上昇が予想されるため

不需要期に在庫を多めに手配しなければなら

ないかもしれない。

＜食材卸売業＞

中国などからの観光客の減少が売上に影響

しているほか、選挙も懸念材料である。ま

た、平成２５年３月の金融円滑化法終了に伴

い、販売代金の回収悪化が懸念される。

＜燃料店＞

気温の高い日が多かったせいか、石油・ガ

スともに消費が伸びない。

経営のポイント
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＜事務用品店＞

売上は苦戦しているが、人材育成の効果が

出始めている。社員の雰囲気が良くなってい

るので今後に期待したい。

＜作業用品店＞

残暑で秋冬物の動きが悪かったが、１１月以

降で一気に冬物が売れてマイナス分を取り返

した。ネット販売・卸売も前年を大きく超え

る売上となっている。

＜百貨店＞

今秋は例年にない高めの気温が続いたため

衣替え需要の出足が鈍かった。催事などで売

上は確保したものの、経費増加により利幅は

減少した。

＜ガソリンスタンド＞

ガソリン販売量や物販は伸びているが、仕

入れ価格の上昇分を売価に転嫁できず苦戦し

ている。

＜メガネ店＞

売上は増加したが、単価下落が続いてい

る。大手安売り業者が道内に進出し、更なる

競争激化が予想される。

＜ホームセンター＞

本州大手を含む同業者の新たな出店が数多

く見込まれ、競争激化が予想される。

＜自動車販売＞

エコカー補助金が終了した。駆け込み需要

が盛り上がらなかった分、反動減もほとんど

ない。

＜食品小売業＞

同業他社の店舗数増加や他業種との競合も

あり、非常に厳しい。模倣が難しい商品やノ

ウハウの開発を進める。

＜中古車販売＞

新車に対するエコカー補助金の影響で、中

古車の販売不振が続いている。軽自動車など

利幅の少ない商材をいかに効率的に商品に仕

上げるかが課題だ。

＜コンビニエンスストア＞

生鮮食品の品揃えを強化し、客層の拡大を

図る。

＜運輸業＞

課題はやはりドライバーの確保だ。特に地

方の拠点（支店、営業所）での募集に難儀し

ている。

＜バス会社＞

震災以降、旅行客は戻っているものの、燃

料価格が上昇傾向にあり経営を圧迫しかねな

い。

＜観光ホテル＞

景気低迷や若年層のライフスタイルの変化

により、宴会および婚礼の需要・単価が下落

している。

＜自動車整備業＞

営業を強化したことにより売上は増加した

が、仕事量の急激な増加に伴い従業員に負担

をかけてしまった。納期の適正化等を進め、

残業時間の短縮に努める。

経営のポイント
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＜仕出し料理＞

営業力拡大により売上は前年を上回った

が、客単価が低下している。地域に大手が参

入し、今後の勢力図変化は避けられない。

＜建設機械器具リース＞

メガソーラー建設関連の受注増で増収増益

となった。復興需要も本格的になり、引き合

いもある。期間を限定して仙台地区のクレー

ン増車を検討している。

＜建設機械器具リース＞

安全確保のため、現場での部材使用量が増

加傾向にある。しかし、増加分の単価引き上

げまでには至っていない。

経営のポイント
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開廃業率の推移

※２０１２年中小企業白書のデータをもとに作図。０６～０９は統計方法に違いがあるため単純比較はでき
ません。

昨今、様々な場面で中小企業の事業承継が話題になっています。新聞や雑誌では頻繁に見かけ
ますし、金融機関や証券会社、会計事務所では事業承継セミナーが活況を呈しています。そこ
で、本稿では、まず中小企業の事業承継の現状に触れたうえで、その対応策や選択肢についてご
紹介し、有力な選択肢の一つであるM&Aについて説明します。

１．中小企業の事業承継の現状
国税局の発表によれば、平成２３年事務年度の黒字申告率は２５．９％とリーマンショック後４
年連続で３０％を下回っており、４社に３社は赤字となっている状況です。バブルが崩壊した
平成３年頃は約半分の企業が黒字申告であったことを考慮すると隔世の感があります。その
様な厳しい経済環境を念頭に置きつつ、中小企業が置かれている事業承継の現状について考
察します。

（１）開業・廃業率
中小企業白書によれば（※１）、２００６年～２００９年の開業率は２．０％、廃業率は６．２％と

なっており、１９８６年～１９９１年以降、廃業率が開業率を上回る結果となっており、厳しい
経済環境のもと開業する企業が伸び悩むと同時に、将来への不透明感や後継者不在と
いった理由から廃業する企業が多くなっていることがうかがえます。
事業承継に関連して後継者がいないことを理由とした廃業の推計値は年間約７万社で
これによる雇用の喪失は２０万人から３５万人とされています（※２）。中間値をとると２７．５
万人であり、これは北海道の都市でいえば、函館市の人口（※３）に相当する雇用の喪
失があったことを意味します。

経営のアドバイス

中小企業の事業承継の課題とその対応策
～M&Aによる事業承継を中心として～

※１中小企業白書 ２０１２年度版
※２中小企業白書 ２００６年度版
※３平成２４年１１月末函館市人口 ２７７，５６８人 同市ホームページを参照

さくらマネジメントグループ
株式会社さくら総合M&Aセンター

い はら ひろ あき
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社長の平均年齢の推移

�帝国データバンク「全国社長分析」のデータをもとに作図。

後継者不在率

�帝国データバンク「後継者不在企業の実体調査」のデータをもとに作図。

（２）社長年齢の高齢化
経営者の年齢は、１９８０年以降年々上昇しており、平成２３年度調査（※４）では全国平

均で社長年齢は５９才９ヶ月、北海道においては６０才２ヶ月となっており年々高齢化して
おります。これは、後継者問題もさることながら、現在の経営環境を鑑みるとベテラン
の社長様でなければ、会社の舵取りが容易ではなく引退する年齢が遅れてきていること
が推察されます。

（３）後継者不在
後継者がいないという企業は全国で６５．９％、北海道では７１．８％に上ります（※５）。エ
リア別に見ると北海道は全国で一番後継者がいない地域となっており、その深刻さが伺
えます。

※４�帝国データバンク「全国社長分析」
※５�帝国データバンク「後継者不在企業の実体調査」
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２．事業承継の準備
事業承継をスムーズに行うためには入念な準備が欠かせませんが、現状ではその準備が十
分になされていないといわれています。中小企業白書（※６）のデータをみると「十分に事
業承継の準備を実施している」という企業は約２０％に過ぎず、約８０％の会社は「不十分」あ
るいは「何もしていない」としており、事業承継の準備が不足している現状が浮き彫りに
なっています。
現在、事業承継の準備を系統立てて実施するノウハウが社会的に不足しているため、確立
された方法論があるわけではありません。したがって、他社が行った事例を参考に自社でも
準備を実施することとなりますが事業承継はそれぞれの状況により検討すべき内容や実施す
る対策も異なります。
では、事業承継の準備とは具体的にはどのような準備を行えばよいのでしょうか？事業承
継の準備は、大きく分けて二つの視点から実施します。その二つの視点とは「経営の承継」
と「財産の承継」です。以下、この二つの視点から事業承継の準備について説明します。

① 経営の承継
「経営の承継」とは経営理念、ノウハウの承継や後継者教育など、後継者が経営者と
しての能力や資質を身につけるための承継をいい、一般的には以下のような承継準備を
実施します。

１．関係者の理解
関係者とはいわゆる利害関係者（ステークホルダー）をいいます。相続人、親

族、役員、従業員、取引先、金融機関など企業を取り巻くあらゆる関係者を含みま
す。こういった関係者に対し、事業承継に関して理解して頂くことは不可欠なもの
です。仮にこれを怠った場合、経営者の逝去後、遺産分割が難航したり、後継者が
役員、従業員とのコミュニケーションをうまくとれず承継がスムーズにいかないこ
とがあります。

２．後継者教育
後継者の経営者としての資質や能力を磨くために、後継者教育を実施します。
（ア）内部教育

経営理念の承継や経営に対する姿勢や考え方など、経営者が今まで培って
きた経営に関する様々なことの伝授や社内の部門ローテーションの実施、計
画的な役職就任などを行います。その方法は、その企業毎、経営者、後継者
毎に全く異なるものとなります。

（イ）外部教育
他社勤務を経験させたり、関連会社の経営や新規事業の立ち上げに携わら
せます。また、経営に関するセミナーや同業種、異業種交流会へ参加させる
ことにより知識や人脈の形成などを行います。

② 財産の承継
「財産の承継」とは、自社株式や経営者が有する事業用資産といった会社を運営、支
配するための財産の承継をいい、一般的には以下のような承継準備を実施します。

※６中小企業白書 ２００６年度版

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９９／本文　※柱に注意！／０１６～０２４　経営のアドバイス（庵原）  2013.01.22 17.45.43  Page 18 



経営のアドバイス

― １９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年２月号

１．株式・財産の分配
中小企業においては、自社株式の大部分を経営者あるいはその親族で所有してい
る場合を多く見かけますが、一方で社歴が長い会社や設立時に資金提供を受けて事
業を開始しているような企業では、第三者が株式を所有していることもあります。
自社株式の１００％を後継者が最終的に持つことが理想ですが、現実的には経営に関
する主だった内容を決議できることを目的として、議決権の３分の２を超える株式
を後継者が掌握することが必要となります。また、経営者が所有している資産で会
社の事業に供している事業用資産についても、相続により事業の継続に支障が出る
ことがないように留意します。

２．個人保証・担保
経営者は通常、融資を受けるためにご自分が保証人となっていたり、私財を担保
に提供していたりしていることと思います。そのため、事業を承継するにあたって
は、そういった保証も後継者に承継し、経営者が安心して引退できる環境を作る必
要があります。役員や従業員が承継する場合には、保証能力の不足や担保不足の発
生が予想されますので金融機関と綿密な調整を行い、承継がスムーズなものとなる
よう心がけます。

事業承継にあたっては、上記のような事業承継の準備を十分に行う必要がありますが、そ
の検討内容、実施すべき対策はそれぞれの承継により千差万別です。経営者あるいは後継
者、会社の状況はもとより利害関係者の状況なども含めて、様々な角度から検討することが
重要なこととなります。

３．事業承継の選択肢
中小企業の事業承継の選択肢を考えるとき「親族内承継」「親族外承継」「M&Aによる承

継」「上場」「廃業」５つが考えられます。この内、上場による承継は、上場企業が日本全体の
企業数の１％に満たない企業数であることや、年商や利益といった上場基準を考慮すると、
中小企業が事業承継の方法として選択するにはハードルが高いと考えられます。また、廃業
については事業を「承継する」という観点では、選択肢としてなりえませんので本稿では議
論の対象外とします。従って、中小企業にとって事業承継の選択肢は「親族内承継」「親族外
承継」「M&Aによる承継」の３つの方法が考えられます。

（１）親族内承継
「親族内承継」とは、経営者の子どもや親族が事業を承継することをいいます。
「親族内承継」は、以前は全体の約９５％以上に上っており最近でも６０％以上を占める
こと（※７）を考慮しますと一般的に、役員や従業員、取引先、金融機関といった関係
者の理解を得られやすいと考えられます。また、親族外承継では採用することができな
い「相続」という手法による承継を検討することができることから株式や事業用資産の
分散を防ぎ、所有と経営の分離を防ぐことも期待できます。しかし、一方で親族が必ず
しも経営者として資質を備えているとは限らず、血縁のみを後継者選びの判断基準とす
るのはリスクがあります。

※７事業承継協議会 事業承継ガイドライン
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承継方法 長所 短所

親族内承継 ・関係者から心情的に受け入れ
られやすい。
・後継者が相続人となるため株
式や事業用資産の承継が行いや
すい。

・後継者が経営者としての資質があ
るとは限らない。
・相続人が複数いる場合、後継者以
外の相続人に対する配慮が必要。

親族外承継 ・会社内外から広く優秀な後継
者を求めることができる。
・役員、従業員へ承継する場合
には、経営の一体性を保ちやす
い。

・後継者が経営者としての資質があ
るとは限らない。
・株式や事業用資産を取得する資金
力がない場合が多い。
・保証の承継で慎重な対応が必要。

M&Aによる
承継

・後継者がいない場合、事業承
継問題を解決できる。
・現経営者（株主）が売却益を
得ることができる。

・条件にあった買い手を見つけるの
が困難。

（２）親族外承継
「親族外承継」とは、役員、従業員あるいは取引先や金融機関など外部から招聘した
者を後継者とする承継方法です。この場合、会社内外から優秀な人材を求めることがで
きます。また、役員、従業員へ承継する場合は、会社の経営理念や社風、経営者の考え
方をある程度理解していると考えられるため、経営に対する考え方について一貫性は保
ちやすくなります。しかし、一方で経営者という立場と役員・従業員という立場は天と
地ほども違います。「親族内承継」同様、その後継者に必ずしも経営者として資質を備え
ているとは限りません。実際に経営に携わらせながら、その資質をじっくりと見極める
必要があります。また、「相続」という手法を採用できないため、株式や事業用資産を
取得する際には多額の資金を必要とすることとなります。そのため資金準備や承継ス
キームの工夫などが必要となります。

（３）M&Aによる承継
「M&Aによる承継」とは、第三者に株式を譲渡（※８）することによる事業承継をい
います。M&Aによる承継は後継者がいない場合に検討されることが多い選択肢です。
長所として、既に経営を行っている経営者（企業）が相乗効果を求めて買収を行うた
め、後継者の経営能力という点を客観的に評価でき、譲渡側の経営者（株主）はその株
式売却益を得ることができます。しかし、当事者が相手を探し、条件面、金銭面での交
渉を行うのは大変困難です。最近は、金融機関の専門部署やM&A仲介会社などがその
役割を担っています。

４．後継者がいないとは？
これまで、中小企業の事業承継の現状と選択肢をご紹介してきましたが、一口に後継者が
いないといっても、その背景には、様々な理由があります。以下、「親族内承継」を想定し
た場合の後継者がいない理由をご紹介します。

※８「M&A」とは、合併、買収を意味しますが、中小企業の事業承継の局面では株式譲渡によることが実務上
多いため、ここでは株式譲渡のみを対象にしています。
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（１）子どもがいない
そもそもご自分の子どもがいない場合です。その場合、親族といえば、ご兄弟や甥御
さん等が考えられます。一緒に経営を携わっている場合はともかく、全くの別業種から
承継する場合には一定の時間が必要であり、またその資質と能力に対する見極めが必要
となります。

（２）子どもが継いでくれない
子どもがいたとしても、承継の意思がないことがあります。その理由は以下のような
ものがあります（※９）。

１．事業に将来性、魅力がないから
２．自分には経営していく能力・資質がないから
３．今の仕事・企業等が好きだから
４．雇用者の方が収入が安定しているから
５．家族が反対するから

「２．自分には経営していく能力・資質がないから」については、先代の存在感が大
きい場合にしばしば見受けられます。子どもは経営者の姿を見て成長します。その際、
「父さんのような経営者になりたい」と思ってくれればよいのですが、その昼夜を問わ
ない献身的な姿やご苦労などをみて、「自分にはとうてい無理」と考えられることがあ
るようです。特に創業社長様ですとそのカリスマ性、事業にかける思いや決意は並大抵
ではありません。そういった姿を見て、自分にはその能力や資質はないと考えられるよ
うです。しかし、この能力は後からの教育や訓練、経験である程度補えることもできま
すし、資質については創業社長に求められる能力と二代目以降の経営者に求められる能
力は、その企業の成長ステージにより異なると考えられますので、むしろ、後継者に承
継に対する覚悟や決意があるかどうかにかかってくると思います。
「３．今の仕事・企業等が好きだから」については、天職ともいうべき職業に就いて
いたり、上場会社などの立派な会社に就職されていたりする場合に見られます。また、
蛙の子は蛙で、息子さんもご自分で起業してしまい、すでに立派な経営者になっている
ようなこともあります。
「４．雇用者の方が収入が安定しているから」「５．家族が反対するから」は、サラ

リーマンとしての安定性を後継者が選択する場合です。経営者にとって、業績が悪く
なったときに真っ先に削るのはご自分の給与であることが多く、以前のような終身雇用
が前提ではなくなっているとはいえ、毎月心配なく給与を受けとることができるサラ
リーマンの環境は、極めて安定的です。ご家族、特に奥様の反対に遭うことが多いよう
に思います。

（３）子どもに継がすことができない
現在の厳しい経済、競争環境下で経営者から見て、子どもに継がすにはその能力、資
質が不足していると判断される場合です。また、継がすこと自体子どもにとって「不
幸」なことではないかと考えられるようです。

※９中小企業白書 ２００５年版
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以上のようなことが、「親族内承継」における後継者がいないことの背景にありま
す。
また、「親族外承継」を選択しようとするものの後継者がいないという場合、しばし
ば見られる例として、経営者が後継者となるような人材を育てておらず、社長の右腕的
存在を後継者に指名しようにも、その方も社長と同様引退を検討しなければならないよ
うな年齢で、また、右腕だからこそ経営者に要求される資質をよくご存じで、客観的に
みて自分には難しいと判断されるような場合があります。
中小企業にとっては人材がすべてといって言い過ぎではない経営資源ですが、その教
育に十分な時間やコストをかけることができている企業はそう多くはありません。その
ような中、後継者として指名するには経験・能力ともに不足しており準備に相応の時間
を必要としたり、本人にそのつもりが全くということは多々あります。
そういった中で、親族内、親族外ともに後継者がいないという場合、選択されるのが
「M&Aによる事業承継」という選択肢です。

５．M&Aによる事業承継
M&Aによる事業承継は、通常、親族内、親族外ともに経営者の目にかなう後継者がいな
い場合に選択される事業承継方法です。１０年ほど前は、中小企業のM&Aによる事業承継と
いう選択肢は一般的なものではありませんでしたし、むしろ会社の売却について「身売り」
というネガティブな印象がありました。しかし、その後、事業承継問題がクローズアップさ
れるに従い、その有力な選択肢として認識されるようになり、近年では会社をM&Aによっ
て事業を承継できれば、むしろ「成功者」として社会に認知されるようになりつつありま
す。
買収側にとっては、成長の時間を短縮し、さらに既に市場に受け入れられている事業を買
収することができるため業績の不透明性を回避することができます。
事業承継を原因とした中小企業の廃業は前述のように約７万社といわれますが、これは現
経営者が長い年月をかけて築いたきた信用やノウハウ、技術、雇用などが失われることを意
味しており大きな社会的な損失です。その様な社会的価値を失わないためにも今後M&Aに
よる事業承継はさらに拡大していくものと考えられます。

（１）中小企業の事業承継を目的としたM&Aの特徴
M&Aとは、直訳すると合併と買収を意味しますが、一般的にはこの他に事業譲渡、
会社分割、株式移転といった組織再編行為も含めて説明されます。中小企業の事業承継
を目的としたM&Aは、私の経験では株式の売買によるものが圧倒的に多く、次いで事
業譲渡によるものが続く状況です。また、ニュースや新聞を賑わすような敵対的な買収
はありえず、極めて友好的に交渉が進んでいくことが特徴です。

（２）M&Aによる事業承継の注意点
M&Aを進めるうえでは、「秘密保持にはじまり、秘密保持に終わる」という格言があ
ります。M&Aは、通常、金融機関や信頼できる仲介会社などに委託し相手を探すこと
となりますが、このとき、M&Aを進めているということを知っている者をご家族、役
員を含めて極力少なくすることが重要です。関係者が増えれば増えるほど、秘密漏洩リ
スクは高まるためです。
通常、従業員がM&Aの事実を知るのはすべての契約が終了した後であり、役員など
のキーマンに対する開示についてはタイミングを極めて慎重に検討します。
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M&Aを進めていることが漏れると、事実無根の噂が飛び交い、経営に対して大きな
影響が生じるため、秘密保持には細心の注意を払います。

（３）M&Aによる事業承継事例
当社が仲介し、M&Aにより事業承継問題を解決した事例をご紹介します。

A社社長「甲」は、建設業を営んでいましたが、引退に適当な年齢になってきたとと
もに健康に不安が生じたこともあり（当時６７才）、事業承継を決意しました。甲社長に
は、二人の子どもがおり、長女「乙」は専業主婦であり、長男「丙」は大手ゼネコンB
社に勤務していました。「丙」は子どもの頃から「大きくなったら親父の跡を継ぐ」と
言っており、就職先も同業大手であったため、特に本人に確認もせず甲は丙が事業を承
継するつもりで修行にでているものだと考えていました。しかし、丙はその時点で課長
職にまで昇進しており、年収についても中小企業の平均的な役員報酬を上回るような待
遇を受けていました。このような中、甲社長の事業承継要請に対し、丙の答えは
「No」でした。これは、丙のみの意見ではなく、丙の家族も反対でした。このときの理
由は、「安定性」でした。今の世の中、大手企業だからといって決して安泰ではないと
思うのですが、ご家族の目には中小企業の社長業より大手企業のサラリーマンの方が安
定しているように映り、また丙もB社でよりスケールの大きな仕事をしていきたいと考
えたようです。
これを受けて、甲社長は役員、従業員を後継者候補として検討しましたが、役員はい
ずれも甲社長と同年代であり、同じく引退を考える年代でした。しかし、その下の世代
となると後継者としては、経験、能力、資質ともに不十分だと判断しました。
そこで、甲社長はM&Aによる事業承継を決意しました。
甲社長は、金融機関を通じ仲介会社より買収候補C社の紹介を受けました。C社は、

大手企業グループの一社であり、甲社長は、この大手企業グループの会長及びその後継
者と会談の場をもち、経営に対する考え方やビジョンの説明を受け、この人、この企業
グループならば、より会社を発展させてくれるに違いないと判断し、奥様が所有してい
た株式を含め、A社株式の全てをC社に売却しました。
この結果、A社従業員の雇用は全て継続され、甲社長が負っていた保証は、全てC社
へ引き継がれました。このとき、C社の与信能力は金融機関を通しての紹介だったこと
もあり全く問題となかったことはいうまでもありません。
甲社長は、株式売却による資金を得、引き継ぎのため６ヶ月程度はA社の相談役とし
て会社に残り顧客が無事引き継がれるのを確認した後、無事引退しました。

（４）事業承継を目的としたM&Aの長所
先の事例でご理解頂けると思いますが、M&Aによる事業承継の長所は以下の点にあ
ります。

① 従業員の雇用が確保される。
事業承継を目的としたM&Aにおいては、従業員の雇用の引き継ぎを譲渡側の条

件として提示します。買収側としても業績不振の会社を買収するのではないため、
ヒトが財産ともいえる中小企業の買収においては、むしろ従業員が退職しないかと
いうことを心配します。
また、従業員の声を聞くと、実は事業承継について社長がこの後どうするつもり
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でいるのか？ということを皆さん心配しています。しかし、それを社長に直接尋ね
るようなことは心情的にできないようです。
買収後の面談で、社長の決意に感謝の言葉を言う従業員もいました。自分と自分
の家族の生活もかかっているのですから。

② 連帯保証、連帯債務を解除できる。
親族内、親族外の承継ですと、保証の解除は金融機関と相談、交渉を行いながら
可能であれば外していくこととなりますが、M&Aによる場合は、買収側に保証が
移り、譲渡側の保証は全てはずれることとなります。

③ 創業者利潤（株式売却益）が確保できる
中小企業の場合、通常社長様あるいはそのご家族が株式を所有しています。株式
譲渡により株式を現金化し、創業者利潤を手にすることができます。

④ 育ててきた会社が一層飛躍
買収側の会社は、M&Aによって相乗効果を得るとともに、成長スピードを早め

てより会社を発展させたいという強い意欲をもってM&Aを行います。
そういった上昇志向をもった企業グループの中でご自分の会社が今まで以上に大
きく成長、飛躍していくことを目の当たりにすることができます。

６．最後に
事業承継の問題が、社会的な問題として話題となり始めてから数年がたちます。国として
も、経営承継円滑化法による相続税・贈与税の納税猶予制度や遺留分に関する民法特例など
様々な施策を講じています。そのような中で事業承継に対する意識をもった経営者が多く
なってきているように感じます。
しかし、現実的に個々の会社で事業承継対策が十分なされているかといえば、現場で事業
承継の相談を受けている限り、まだまだ不十分であるように思います。これは、事業承継
が、経営者あるいは後継者だけの問題ではなく、企業をとりまくあらゆる関係者に影響する
問題であり調整すべき課題が多々あるため、それを筋道をたてて計画的に実施することの難
しさと煩わしさがあることが原因になっています。また、会社の根幹に関わることであるた
め、相談できる相手が限定され、頭で理解していても中々手をつけることができないでいる
ような状況にあると思います。
しかし、事業承継は、手をつけるのが早ければ早いほどスムーズに実行することができま
す。読者の皆様もご自分の会社の５年、１０年先の姿を思いうかべてみて下さい。そこに、ご
自分と隣に立っている後継者を想像できますか？ご自分の姿しか想像できないときは、是非
早めに信頼できるアドバイザーと相談し事業承継について真剣にご検討することをお勧めし
ます。

さくらマネジメントグループでは、相続税、贈与税をはじめ事業承継時の各種税金の試
算や申告業務、事業承継スキームの立案、事業承継を目的としたM&A等、事業承継に関
連する業務をワンストップでお受けしております。お気軽に御相談下さい。（グループ概要
は調査レポート平成２４年１２月号を御参照下さい）
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１７年＝１００前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）

２０年度 ９６．１ △７．８ ９４．４ △１２．７ ９８．２ △５．８ ９５．０ △１２．６ １０２．５ △２．４ ９５．３ △５．２
２１年度 ９０．１ △６．２ ８６．１ △８．８ ９２．７ △５．６ ８７．１ △８．３ ９０．８ △１１．４ ８９．５ △６．１
２２年度 ９３．５ ３．８ ９４．１ ９．３ ９６．５ ４．１ ９５．３ ９．４ ９２．０ １．３ ９３．０ ３．９
２３年度 ９４．４ １．０ ９３．２ △１．０ ９９．５ ３．１ ９３．４ △２．０ ９３．１ １．２ １０１．９ ９．６

２３年７～９月 ９４．９ １．２ ９３．７ △０．９ １００．６ ４．７ ９４．３ △１．６ ８７．３ △３．０ １０２．９ ６．０
１０～１２月 ９３．６ １．２ ９４．１ △１．６ ９９．１ ３．５ ９４．６ △２．２ ８６．３ △３．１ １０１．５ ３．８

２４年１～３月 ９６．６ ３．２ ９５．３ ４．８ １００．５ ５．０ ９５．４ ４．１ ９０．４ １．２ １０７．５ ９．６
４～６月 ９４．２ ２．４ ９３．４ ５．３ ９７．９ ０．９ ９５．２ ８．０ ９０．５ ６．６ １０７．５ ６．３
７～９月 ９１．１ △４．１ ８９．５ △４．６ ９６．７ △４．０ ９０．１ △４．５ ８８．６ １．５ １０７．８ ４．８

２３年 １１月 ９２．０ △１．８ ９２．９ △２．９ ９８．０ １．３ ９３．０ △４．１ ８６．０ △３．３ １０３．３ ８．６
１２月 ９４．３ ０．７ ９５．０ △３．０ ９９．４ ２．７ ９６．１ △２．４ ８６．３ △３．１ １０１．５ ３．８

２４年 １月 ９６．８ ３．２ ９５．９ △１．６ １０１．１ ６．３ ９５．０ △１．５ ９０．３ ３．０ １０３．６ ２．５
２月 ９６．３ ３．６ ９４．４ １．５ ９９．７ ５．８ ９５．３ １．５ ８９．１ １．１ １０３．１ １．０
３月 ９６．６ ２．７ ９５．６ １４．２ １００．８ ３．０ ９５．８ １１．９ ９０．４ １．２ １０７．５ ９．６
４月 ９５．８ １．４ ９５．４ １２．９ ９９．７ ０．９ ９６．４ １６．０ ９１．５ １．３ １０９．６ １０．８
５月 ９３．３ ７．４ ９２．２ ６．０ ９５．７ ４．２ ９５．１ １１．７ ９２．７ ４．９ １０８．８ ４．７
６月 ９３．４ △１．３ ９２．６ △１．５ ９８．３ △２．１ ９４．２ △１．１ ９０．５ ６．６ １０７．５ ６．３
７月 ９４．１ △１．０ ９１．７ △０．８ １００．１ △２．１ ９１．３ △１．８ ９１．１ ６．５ １１０．６ ９．４
８月 ９１．０ △４．５ ９０．２ △４．６ ９６．９ △３．５ ９１．５ △３．３ ９０．０ ２．９ １０８．８ ５．９
９月 ８８．３ △６．７ ８６．５ △８．１ ９３．０ △６．４ ８７．６ △８．４ ８８．６ １．５ １０７．８ ４．８
１０月 r ８７．１ △６．４ r ８７．９ △４．５ r ９２．３ △６．３ r ８７．５ △４．９ ９０．４ ５．３ r１０７．７ ３．８
１１月 p８７．２ △４．８ p８６．４ △５．８ p９３．０ △４．８ p８６．５ △５．９ p９０．４ ５．２ p１０６．４ ３．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０年度 ９３３，７２０△５．６ ２０６，５８９△４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，４０４ △５．２ １２８，１４７ △２．５
２１年度 ９２０，８５５△３．６ １９５，６７５△６．４ ２４６，０８６ △４．６ ７０，５４４ △８．６ ６７４，７６９ △３．３ １２５，１３１ △５．１
２２年度 ９３５，２９９△１．２ １９５，７８５△２．０ ２２０，２３３ △３．０ ６７，２６７ △３．１ ７１５，０６７ △０．６ １２８，５１８ △１．４
２３年度 ９４８，５４４△１．０ １９７，００８△０．９ ２１４，０７１ △２．５ ６７，２３１ ０．０ ７３４，４７３ △０．６ １２９，７７７ △１．３

２３年７～９月 ２３０，６２２△１．６ ４８，１４５ △１．７ ５１，１２３ △４．２ １５，８５８ △１．６ １７９，４９９ △０．８ ３２，２８７ △１．７
１０～１２月 ２５７，８５９△０．３ ５３，３３７ △１．３ ６０，６３２ △１．８ １９，２８７ △０．６ １９７，２２８ ０．２ ３４，０４９ △１．７

２４年１～３月 ２２９，４０６△０．３ ４８，０７４ １．３ ５２，５３６ △０．５ １６，３６１ ３．９ １７６，８７０ △０．２ ３１，７１４ △０．１
４～６月 ２３０，４０１△０．５ ４７，０９９△１．３ ４８，８７１ △１．８ １５，５２８ △０．２ １８１，５３０ △０．１ ３１，５７２ △１．９
７～９月 ２２９，５０９△０．８ ４７，３９６△２．２ ４９，８６５ △２．２ １５，４４７ △１．６ １７９，６４４ △０．５ ３１，９４９ △２．５

２３年 １１月 ７７，５１７ ０．８ １６，３７０ △２．５ １７，９４９ △０．５ ５，８９１ △２．２ ５９，５６８ １．２ １０，４７９ △２．７
１２月 １０２，９３６△０．７ ２０，９１０ △０．３ ２５，０１２ △２．０ ７，８８４ ０．７ ７７，９２３ △０．３ １３，０２６ △０．９

２４年 １月 ７８，９２７△０．４ １７，３８３△１．２ １８，８３０ △１．２ ５，９７４ △１．２ ６０，０９７ △０．２ １１，４０８ △１．２
２月 ７０，６２５△０．１ １４，６５９ ０．２ １５，１６９ △４．８ ４，６９１ △０．５ ５５，４５６ １．３ ９，９６９ ０．６
３月 ７９，８５４△０．２ １６，０３２ ５．１ １８，５３７ ４．０ ５，６９６ １４．２ ６１，３１７ △１．４ １０，３３７ ０．５
４月 ７７，６６１△０．４ １５，６６４ △０．６ １６，５０９ △２．１ ５，１８４ １．５ ６１，１５１ ０．１ １０，４８０ △１．６
５月 ７７，０９６△０．１ １５，７５３ △０．８ １６，２１８ △１．６ ５，１２６ △０．９ ６０，８７９ ０．３ １０，６２８ △０．７
６月 ７５，６４４△０．９ １５，６８２ △２．６ １６，１４４ △１．７ ５，２１８ △１．２ ５９，５００ △０．７ １０，４６４ △３．３
７月 ８０，４７２△２．７ １７，１２３ △４．４ １８，８３１ △３．３ ６，２０９ △３．３ ６１，６４１ △２．５ １０，９１４ △５．０
８月 ７７，３７０△０．２ １５，５６８ △０．９ １５，４８９ △０．６ ４，５４５ △０．８ ６１，８８１ △０．１ １１，０２３ △０．９
９月 ７１，６６７ ０．６ １４，７０５△１．０ １５，５４５ △２．３ ４，６９３ △０．０ ５６，１２２ １．４ １０，０１２ △１．５
１０月 ７７，３８１△０．１ r １５，６７８△３．２ １７，７４８ １．５ ５，３４９ △２．２ ５９，６３３ △０．５ r １０，３２９ △３．７
１１月 p ７８，０３４ ０．５ p １６，６３７ ０．９ p １７，９０９ ０．７ p ５，９８５ ２．５ p ６０，１２６ ０．４ p １０，６５２ △０．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９９／本文　※柱に注意！／０００～０００　主要経済指標  2013.01.18 10.27.09  Page 25 



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０３．１ １．４ １０２．１ １．１ １００．４６ ８，１１０
２１年度 ４３０，９２２ △１．４ ７９，３８３ △４．２ １００．１ △２．９ １００．４ △１．７ ９２．８０ １１，０９０
２２年度 ４４７，９５１ １．６ ８２，６５７ １．５ ９９．９ ０．１ ９９．９ △０．４ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ３．４ ８９，７５８ ４．６ １００．３ ０．４ ９９．８ △０．１ ７９．０５ １０，０８４

２３年７～９月 １２８，７８０ ２．１ ２３，７７６ ３．７ １００．２ ０．７ ９９．８ ０．１ ７７．８４ ８，７００
１０～１２月 １２１，３９１ ６．２ ２２，７０８ ８．１ ９９．９ ０．０ ９９．６ △０．３ ７７．３９ ８，４５５

２４年１～３月 １１３，１７４ １．９ ２２，０３３ ２．０ １００．６ ０．５ ９９．９ ０．３ ７９．２８ １０，０８４
４～６月 １２０，９６９ １．６ ２３，３３６ １．６ １００．６ ０．０ １００．０ ０．２ ８０．１７ ９，００７
７～９月 １３４，４５６ ０．１ ２５，２５１ △２．２ ９９．８ △０．４ ９９．４ △０．４ ７８．６２ ８，８７０

２３年 １１月 ３８，７５５ ６．０ ７，３１４ ７．３ ９９．７ △０．２ ９９．４ △０．５ ７７．５４ ８，４３５
１２月 ４２，２３２ ３．７ ７，８０６ ４．０ １００．１ ０．１ ９９．４ △０．２ ７７．８５ ８，４５５

２４年 １月 ３７，７３２ １．０ ７，２３５ １．６ １００．２ ０．３ ９９．６ ０．１ ７６．９７ ８，８０３
２月 ３６，５３２ ５．２ ７，０８２ ４．４ １００．４ ０．４ ９９．８ ０．３ ７８．４５ ９，７２３
３月 ３８，９１０ △０．１ ７，７１５ ０．３ １０１．３ ０．９ １００．３ ０．５ ８２．４３ １０，０８４
４月 ３８，５５２ ４．６ ７，５９８ ６．２ １０１．１ ０．６ １００．４ ０．４ ８１．４９ ９，５２１
５月 ４０，８９９ １．４ ７，９２０ １．７ １００．６ △０．１ １００．１ ０．２ ７９．７０ ８，５４３
６月 ４１，５１８ △０．８ ７，８１８ △２．７ １００．２ △０．４ ９９．６ △０．２ ７９．３２ ９，００７
７月 ４５，４８１ △１．２ ８，６０４ △３．４ ９９．７ △０．６ ９９．３ △０．４ ７９．０２ ８，６９５
８月 ４６，１４４ △０．９ ８，６７２ △１．４ ９９．６ △０．６ ９９．４ △０．４ ７８．６６ ８，８４０
９月 ４２，８３１ ２．５ ７，９７５ △１．７ １００．０ ０．０ ９９．６ △０．３ ７８．１７ ８，８７０
１０月 ４２，３８２ ０．７ ８，０５７ △２．０ ９９．９ ０．０ ９９．６ △０．４ ７８．９７ ８，９２８
１１月 ４０，３９５ △０．２ ７，７４１ △２．６ ９９．６ △０．１ ９９．２ △０．２ ８０．８７ ９，４４６

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９

２３年７～９月 ４０，９０４ △１１．８ １２，４８５ △１５．０ １７，２８８ △１０．５ １１，１３１ △９．８ ９７８，１６１ △１１．０
１０～１２月 ３３，２４１ ２５．０ １０，６０７ ２９．４ １２，２７２ １９．４ １０，３６２ ２７．５ ９３４，２５９ ２４．６

２４年１～３月 ５３，６３７ ４８．８ １６，５１５ ５９．９ ２１，１９４ ４５．３ １５，９２８ ４３．２ １，４４８，８８６ ５０．３
４～６月 ４６，８７１ ５５．８ １２，３９１ ５１．１ １８，３２９ ４１．４ １６，１５１ ８１．１ １，０７６，８７８ ６６．０
７～９月 ４５，７８７ １１．９ １３，１０３ ４．９ １８，２８９ ５．８ １４，３９５ ２９．３ １，１３８，７６６ １６．４

２３年 １１月 １１，８１７ ２３．９ ３，７０４ ２１．４ ４，３５３ １３．３ ３，７６０ ４２．２ ３２３，６５９ ２５．１
１２月 ９，２０２ ２１．５ ３，１４６ ３２．３ ３，１７６ １１．７ ２，８８０ ２２．６ ２８９，８２２ ２０．９

２４年 １月 １１，９６１ ３９．５ ３，４９６ ４９．８ ４，６２９ ３２．７ ３，８３６ ３９．３ ３５８，６８５ ３８．４
２月 １４，６１１ ３０．６ ４，３８７ ３８．２ ５，６４６ ３０．８ ４，５７８ ２３．８ ４４９，２８５ ３１．７
３月 ２７，０６５ ６６．３ ８，６３２ ７９．１ １０，９１９ ６０．９ ７，５１４ ６０．９ ６４０，９１６ ７６．３
４月 １４，４６１ ９０．７ ３，６７５ ８３．２ ５，９８７ ８２．４ ４，７９９ １０９．２ ３０６，２６１ ９９．５
５月 １３，９９１ ７２．８ ３，７３１ ６４．３ ５，０８２ ６５．９ ５，１７８ ８７．４ ３３７，９７６ ６８．６
６月 １８，４１９ ２７．９ ４，９８５ ２７．１ ７，２６０ ９．８ ６，１７４ ６０．０ ４３２，６４１ ４６．８
７月 １８，７５１ ３０．４ ５，１０８ ２５．５ ７，８０２ １８．６ ５，８４１ ５６．７ ４４５，２３９ ４２．３
８月 １２，４１６ ８．７ ３，５５１ ３．０ ４，６５４ △３．４ ４，２１１ ３３．３ ３１５，７９０ １５．６
９月 １４，６２０ △３．２ ４，４４４ △１０．５ ５，８３３ △１．０ ４，３４３ ２．３ ３７７，７３７ △３．７
１０月 １２，３０６ ０．７ ３，１２２ △１６．９ ５，０７３ ７．０ ４，１１１ １０．５ ２９９，３３４ △６．７
１１月 １２，６０３ ６．７ ３，４２４ △７．６ ４，９４５ １３．６ ４，２３４ １２．６ ３２４，４２２ ０．２

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９９／本文　※柱に注意！／０００～０００　主要経済指標  2013.01.18 10.27.09  Page 26 



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ ９７，２２１ △１３．１
２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ７７，４０５ △２０．４
２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２

２３年７～９月 ８，７３４ ５．６ ２，２９６ ７．９ ２３７，０９８ △５．０ ３１，１４２ △３．４ ２３，１２２ ５．８
１０～１２月 ８，９５３ １４．８ ２，０９０ △４．５ １１７，６３２ △９．４ ２６，２８３ ３．６ ２０，４５８ ６．７

２４年１～３月 ５，１５３ △１２．８ １，９９５ ３．７ １２８，３４７ △２１．３ ２６，６８８ １０．３ ２４，３１０ ３．３
４～６月 ９，２７７ ６．２ ２，１５９ ６．２ ２９２，０２１ ９．６ ３２，５０８ １５．５ ２１，４６９ △１．７
７～９月 １０，０９４ １５．６ ２，２７１ △１．１ ２７２，８０４ １５．１ ３５，２９２ １３．３ ２２，０５８ △４．６

２３年 １１月 ３，４６５ ３２．６ ７２６ △０．３ ４１，２４７ ４．７ ８，４４７ ６．８ ６，６０７ １２．５
１２月 ２，２０９ △８．０ ６９１ △７．３ ２１，０９８ △３９．７ ７，１３４ ０．６ ７，６９３ ６．３

２４年 １月 １，３３０ △３１．８ ６６０ △１．１ １０，６９４ △４０．４ ５，６６１ ８．５ ５，９１５ ５．７
２月 ２，０８４ １６．０ ６６９ ７．５ １３，４３１ △２０．６ ７，０４９ １６．８ ７，１２７ ８．９
３月 １，７３９ △１９．５ ６６６ ５．０ １０４，２２２ △１８．７ １３，９７８ ８．０ １１，２６９ △１．１
４月 ３，３００ ２３．３ ７３６ １０．３ １１９，０９７ ０．８ １２，４３１ ５．４ ７，０２８ ６．６
５月 ２，７２０ △１．０ ６９６ ９．３ ８２，３８０ １２．４ ８，６８６ ３６．７ ６，４２０ １．０
６月 ３，２５７ △１．６ ７２６ △０．２ ９０，５４４ ２０．７ １１，３９０ １４．１ ８，０２２ △９．９
７月 ３，３２１ ２．１ ７５４ △９．６ １０８，４０９ ２２．５ １２，１４９ ２６．６ ６，７０３ １．７
８月 ３，４７３ １２．３ ７７５ △５．５ ９６，２７０ ２９．０ １１，３６８ １９．２ ６，３９９ △６．１
９月 ３，３００ ３８．１ ７４２ １５．５ ６８，１２５ △８．０ １１，７７５ △１．９ ８，９５６ △７．８
１０月 ４，３０３ ３１．２ ８４３ ２５．２ ６０，８０７ １０．０ １３，７２１ ２８．２ ６，２３３ １．２
１１月 ３，５１７ １．５ ８０１ １０．３ ２９，２４５ △２９．１ ８，９７２ ６．２ ６，６３０ ０．３

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７３ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４
２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８
２２年度 １１，１７１ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７２２ △４．０ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７

２３年７～９月 ３，４８６ △３．３ ０．４５ ０．５９ ５．１ ４．５ １０４ △６．３ ３，１０８ △３．８
１０～１２月 ２，６４３ ０．７ ０．４９ ０．６７ ４．４ ４．３ １０２ △４．７ ３，１０３ △５．９

２４年１～３月 ２，４４１ ８．４ ０．５３ ０．７３ ５．５ ４．５ １３５ ８．０ ３，１８４ △０．８
４～６月 ２，６７４ ２４．２ ０．５０ ０．６６ ５．７ ４．６ １２４ ０．８ ３，１２７ △５．６
７～９月 ３，６６１ ５．０ ０．５６ ０．７３ ５．０ ４．３ １０８ ３．８ ２，９２４ △５．９

２３年 １１月 ７９２ △２．０ ０．５０ ０．６７ ４．４ ４．３ ３８ ２．７ １，０９５ ３．２
１２月 ８４０ ３．５ ０．４９ ０．６９ ↓ ４．２ ３３ △１７．５ １，０３２ △６．３

２４年 １月 ７６２ △２．４ ０．５１ ０．７２ ↑ ４．５ ３３ △１５．４ ９８５ △５．３
２月 ７８７ △２．９ ０．５４ ０．７４ ５．５ ４．４ ５０ ２２．０ １，０３８ ５．１
３月 ８９２ ３５．１ ０．５４ ０．７３ ↓ ４．７ ５２ １５．５ １，１６１ △１．８
４月 ７４９ ３３．４ ０．４９ ０．６６ ↑ ４．８ ４１ △２１．２ １，００４ △６．６
５月 ９１４ ２２．８ ０．５０ ０．６５ ５．７ ４．５ ４１ １０．８ １，１４８ ７．１
６月 １，０１１ １９．４ ０．５１ ０．６６ ↓ ４．４ ４２ ２３．５ ９７５ △１６．３
７月 １，１１９ ５．１ ０．５３ ０．７０ ↑ ４．４ ３３ △２．９ １，０２６ △５．０
８月 １，３７９ ６．９ ０．５６ ０．７３ ５．０ ４．２ ４１ △２．４ ９６７ △５．７
９月 １，１６３ ２．９ ０．６０ ０．７６ ↓ ４．２ ３４ ２１．４ ９３１ △６．９
１０月 １，０６５ ５．５ ０．６１ ０．７７ － ４．１ ３４ ９．７ １，０３５ ６．０
１１月 ８６１ ８．７ ０．６１ ０．７８ － ４．０ ３１ △１８．４ ９６４ △１１．９

資料 �北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

主要経済指標（３）

― ２７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年２月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０年度 ３７７，１５４ △１．１ ７１１，４５６ △１６．４ １，５５２，４４９ １１．９ ７１９，１０４ △４．１
２１年度 ３２２，６４２ △１４．５ ５９０，０７９ △１７．１ ９７７，６６３ △３７．０ ５３８，２０９ △２５．２
２２年度 ３４２，５２７ ６．２ ６７７，８８８ １４．９ １，２２８，５４０ ２５．７ ６２４，５６７ １６．０
２３年度 ３７４，３１３ ９．３ ６５２，８１４ △３．７ １，６３６，５９７ ３３．２ ６９７，０００ １１．６

２３年７～９月 ９７，２４２ １６．１ １７１，１１３ ０．５ ３７３，４０６ ３４．９ １７５，３０２ １３．８
１０～１２月 ９１，３４１ １．４ １６３，２７０ △５．５ ４２３，３５０ ４３．８ １７５，０９５ １２．４

２４年１～３月 ９３，２３９ ７．８ １６１，５２６ △１．６ ４６６，７３１ ２９．２ １７６，９５８ ９．９
４～６月 ９６，０２１ ３．８ １６４，４２２ ４．８ ３７２，８４５ △０．１ １７８，２４１ ５．１
７～９月 ９１，６４３ △５．８ １５７，１６８ △８．１ r ３８１，９６３ ２．３ １７５，６８０ ０．２

２３年 １１月 ３２，２１４ ３２．７ ５１，９６２ △４．５ １４６，３８２ ６２．０ ５８，８７４ １１．５
１２月 ２８，７７８ △１８．２ ５６，２３９ △８．０ １４４，５６１ ２７．４ ５８，３２２ ８．２

２４年 １月 ２８，２８９ ３．９ ４５，１０５ △９．２ １５４，６１１ ３３．８ ５９，９１９ ９．６
２月 ２８，６８３ １０．６ ５４，３８４ △２．７ １５５，４４７ ２７．０ ５４，１３０ ９．３
３月 ３６，２６７ ８．７ ６２，０３７ ５．９ １５６，６７３ ２７．１ ６２，９０８ １０．６
４月 ３８，８３６ １９．５ ５５，６６０ ７．９ １４９，１２８ １１．５ ６０，８９９ ８．１
５月 ２７，６９２ △２３．７ ５２，３３２ １０．０ １１９，１５８ △１４．３ ６１，５０４ ９．４
６月 ２９，４９３ ２４．５ ５６，４３０ △２．３ １０４，５５９ ４．２ ５５，８３８ △２．２
７月 ３３，５９２ １０．４ ５３，１３１ △８．１ １１４，３６０ △４．９ ５８，３５６ ２．２
８月 ３１，９１５ ０．８ ５０，４５３ △５．８ １４０，０７８ ５．３ ５８，０９２ △５．３
９月 ２６，１３６ △２５．６ ５３，５８４ △１０．３ r １２７，５２５ ６．２ ５９，２３２ ４．２
１０月 r ３９，９４２ ３１．６ ５１，４９２ △６．５ r １４９，０３９ １２．６ r ５７，０３７ △１．５
１１月 p ３１，８２１ △１．２ ４９，８３７ △４．１ p１３５，１０５ △７．７ p ５９，３８５ ０．９

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９

２３年７～９月 １３７，４０２ ２．４ ５，９３３，９１０ ２．７ ９２，３４２ ０．８ ４，１２２，２５７ ０．４
１０～１２月 １３８，２２１ １．６ ５，９６９，４３０ ３．５ ９２，２５２ ０．１ ４，１３４，９６６ １．０

２４年１～３月 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
４～６月 １４０，０５０ １．９ ６，０７９，５２８ ２．２ ９１，６４３ １．２ ４，１３８，０７６ １．４
７～９月 １４０，１９９ ２．０ ６，０８７，７５４ ２．６ ９３，４７４ １．２ ４，１８３，５３５ １．５

２３年 １１月 １３６，８８６ １．７ ５，９５２，９７９ ３．４ ９１，２６５ ０．２ ４，０９２，１９７ ０．８
１２月 １３８，２２１ １．６ ５，９６９，４３０ ３．５ ９２，２５２ ０．１ ４，１３４，９６６ １．０

２４年 １月 １３６，４９７ １．９ ５，９５１，５４４ ３．３ ９１，７４１ ０．２ ４，１０３，３８３ ０．９
２月 １３６，５３７ １．６ ５，９５５，９８３ ２．６ ９２，０２７ ０．４ ４，１０９，７７０ １．１
３月 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
４月 １４０，２５５ １．８ ６，０６３，７０５ １．９ ９３，１８５ ０．３ ４，１２６，１９６ ０．７
５月 １３９，２２８ １．９ ６，０６８，０４５ １．８ ９１，９５１ ０．７ ４，１１１，１９０ ０．９
６月 １４０，０５０ １．９ ６，０７９，５２８ ２．２ ９１，６４３ １．２ ４，１３８，０７６ １．４
７月 １３８，４８９ １．４ ６，０２７，０４４ ２．３ ９１，２７８ ０．５ ４，１２２，９７０ １．０
８月 １３８，７５４ １．８ ６，０１４，５３８ ２．０ ９１，３１７ ０．５ ４，１２２，５５８ １．４
９月 １４０，１９９ ２．０ ６，０８７，７５４ ２．６ ９３，４７４ １．２ ４，１８３，５３５ １．５
１０月 １３９，０１０ ２．１ ６，０２３，５７４ ２．１ ９２，３１２ ０．９ ４，１４４，２７３ １．３
１１月 １３８，８０１ １．４ ６，０５２，９６８ １．７ ９１，７７４ ０．６ ４，１５３，２９０ １．５

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９９／本文　※柱に注意！／０００～０００　主要経済指標  2013.01.18 10.27.09  Page 28 
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●道内経済の動き 

●道内企業の経営動向 （平成24年10～12月期実績、平成25年1～3月期見通し） 

●中小企業の事業継承の課題とその対応策 
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